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平成２２年４月１日規程第５０号 

 

   国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター利益相反マネジメント規程 

 

 （趣 旨） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター利益相反マネジ

メントポリシー（平成２５年規程第６号）に則り、国立研究開発法人国立精神・神経医

療研究センター（以下「センター」という。）並びにセンターの役員（理事長、理事及び

監事をいう）、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター職員就業規則（平成

２２年規程第３号）第１条で定義する常時勤務を要する職員（以下「常勤職員」という。）

及び国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター非常勤職員就業規則（平成２２

年規程第４号）第１条で定義する常時勤務を要しない職員（以下「非常勤職員」という。）

の利益相反状態の発生による弊害を防止するため、センター及び職員等（センターの役

員、常勤職員及び非常勤職員をいう。）の利益相反の適切な管理（以下「利益相反マネ

ジメント」という。）に関し必要な事項を定め、もってセンターにおける産学官連携活

動を適正かつ効率的に推進することを目的とする。 

 

 （用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）産学官連携活動 

   センターと企業等との間で行う協力研究（共同型協力研究、受託型協力研究）、技

術移転（実施許諾、権利譲渡、技術指導）、職員等の兼業、研究助成金・寄付金の受入

れ、施設、設備の利用の提供及び物品の購入等をいう。 

（２）利益相反 

   産学官連携活動によって生じる次のいずれかの状況により、センターの社会的信頼

が損なわれ得る状況をいう。 

イ 職員等が得る利益（兼業報酬、特許に係る収入、未公開株式の保有等）と、セン

ターにおける責務が相反する状況 

ロ センターが得る利益とセンターの社会的責任が相反する状況 

ハ 職員等の企業等に対する職務遂行責任とセンターにおける職務遂行責任が両立し

得ない状況 

（３）企業等 

   企業、国若しくは地方公共団体の行政機関又はその他の団体をいう。 

（４）部局 

   病院、神経研究所、精神保健研究所、トランスレーショナル・メディカルセンター、

メディカル・ゲノムセンター、脳病態統合イメージングセンター、認知行動療法セン

ター、訪問看護ステーション及び事務部門をいう。 
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 （利益相反マネジメントの対象） 

第３条 利益相反マネジメントは、職員等が次の各号に掲げる事項に該当するときに行う

ものとする。 

（１）兼業活動（技術指導を含む。）に従事する場合 

（２）ベンチャー企業の職務に関連し、報酬、株式保有等の経済的利益を有する場合 

（３）企業等に自らの発明等を技術移転する場合 

（４）企業等との協力研究に参加する場合 

（５）企業等から寄付金、設備又は物品等の供与を受ける場合 

（６）前各号に掲げるもののほか、職員等への便益を供与する企業等（以下「便益供与者」

という。）に対し、センターの施設、設備の利用の提供、又は便益供与者から物品を

購入する場合 

２ 前項に規定するもののほか、前項各号に掲げる場合等に関連し、センターが組織とし

て利益を得る場合は、利益相反マネジメントを行うものとする。 

３ 前二項に規定するもののほか、「厚生労働科学研究における利益相反（Conflict of 

Interest：COI）の管理に関する指針」（平成 20年 3月 31日）等、指針やガイドライン

において利益相反の管理を必要とするものは、利益相反マネジメントの対象とする。 

 

 （職員等の責務） 

第４条  

１ センターの役員及び常勤職員は、利益相反に関する自己申告を原則として１年に１回

行うものとする。（定期自己申告） 

２ 前項に規定するもののほか、新たに第３条に該当する状態が発生した場合は、職員等

はその事項毎に利益相反に関する自己申告を行うものとする。（随時自己申告等） 

３ 職員等は、第５条に規定する委員会が行う調査等に協力するものとする。 

４ 職員等は、第３条第１項の各号又は第２項の事項に該当する場合は、第１４条に規定

する利益相反相談室に相談する等、利益相反状態の発生による弊害の回避に自ら努める

ものとする。（様式 1） 

 

 （利益相反マネジメント委員会） 

第５条 センターに、利益相反に関する重要事項を審議・審査するため、利益相反マネジ

メント委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は次の各号の委員で組織する。 

（１）神経研究所長 

（２）総務部長 

（３）病院部長１名、神経研究所部長１名、精神保健研究所部長１名 

（４）トランスレーショナル・メディカルセンター、メディカル・ゲノムセンター、 

脳病態統合イメージングセンター及び認知行動療法センターから部長１名 

（５）外部の有識者若干名 
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（６）その他理事長が必要と認める者若干名 

３ 前項の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 委員会に委員長を置き、神経研究所長を充てる。委員長は必要に応じて委員会を招集

し、委員会の議長となる。 

５ 委員会に副委員長を置き、総務部長及び委員長が指名した者を充てる。副委員長は委

員長の職務を代行することができる。 

６ 第４条第２項に定める申告のうち職員等が報酬等を受けるものについては委員長が

必要と認めた場合には本条の規程に関わらず、以下の各号によることができる。 

（１）審議・審査は、委員長及び委員長の指定する委員２名で行うことできる（以下「迅

速審査」という。）。 

（２）迅速審査での決定は前号に定める者の全員一致とする。なお、全員一致とならな

かったときは、委員会で審議・審査する。 

（３）委員長は迅速審査の内容と結果を委員会に報告するものとする。 

（４）副委員長は委員長の職務を代行することができる。 

 

 （委員会の所掌事項） 

第６条 委員会は、次に掲げる事項の審議を行う。 

（１）利益相反状態の発生による弊害の防止に関すること。 

（２）利益相反に係る調査及び審査に関すること。 

（３）利益相反ポリシーに関すること。 

（４）利益相反マネジメントガイドラインの制定及び改廃に関すること。 

（５）その他利益相反マネジメントに関すること。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上の出席により成立し、議事は、出席者の過半数によっ

て決する。可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

   なお、緊急その他やむを得ない事情により委員会を開催することが困難であると委

員長が認めた場合には、第５条に規定する委員の決裁をもって決することができるも

のとする。 

３ 委員会が必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことがで

きる。 

４ 委員長は、第７条第３項に定めるものを除き、第１項第２号の審査結果を、当該職員

に対し通知する。（様式２-１） 

 

 

 （調査結果に基づく処置） 

第７条 委員会は、前条第１項第２号の調査の結果、利益相反状態の発生による弊害が懸

念される場合は、必要に応じて当該職員等に対し事情聴取等を行い、大幅な改善を要す

ると認めたときは、理事長に報告するものとする。 

２ 委員会は、前条第１項第２号の調査の結果、利益相反状態による重大な弊害の疑義が
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生じた場合は、更に必要な調査を行い、問題の有無及び必要な処置について理事長に報

告するものとする。 

３ 委員長は、第１項又は前項の報告に基づき、必要な処置を決定し、当該職員等及び部

局の長に通知するものとする。ただし、委員長が必要と認める場合は、理事長が通知す

ることができる。（様式２-２） 

４ 委員会は、第３項及び前６条第４項の通知、第４条第１項第２項の申告内容、前６条

第２号の調査の結果及び事情聴取等の情報を、センター内の倫理委員会・臨床試験審査

委員会（IRB）等、利益相反マネジメントが必要な審査会等に適宜提供できるものとする。 

 

 （異議申立て） 

第８条 職員等は、１回に限り、第６条第４項及び第７条第３項に基づく決定に対し不服

がある場合は、委員長または理事長に対して審査結果を受け取った日の翌日から起算し

て１４日以内に、書面により異議申立てを行うことができる。（様式３-１、３-２）２ 

委員長または理事長は、異議申立てに関する書面を受理したときは、委員会に再審議を

指示するものとする。 

３ 理事長の指示を受けた委員会は、再度審議を行い、速やかに審議の結果を理事長に報

告するものとする。 

４ 理事長は、前項の報告に基づき、異議申立てに対する処置を決定し、当該職員等及び

部局の長に通知するものとする。 

  

 （利益相反相談室の設置） 

第９条 委員会に利益相反相談室を置き、相談員を配置する。 

２ 相談員は、職員等からの利益相反に関する相談に応じる。 

３ 相談員は、委員会の委員長が委嘱する。 

４ 前３項に定めるもののほか、利益相反相談室に関し必要な事項は、委員会が別 

に定める。 

 

 （センター外への周知） 

第１０条 委員会は、利益相反に関する意識の向上を図るため、利益相反マネジメントの

理念、方法等を職員等に周知するとともに、適宜啓発活動を行うものとする。 

２ 委員会は、定期的にセンターにおける利益相反に対する取組状況（個人のプライバシ

ーに係る部分を除く。）を公表するものとする。 

 

 （専門委員） 

第１１条 委員会は、専門の事項を調査又は審議するため、専門委員を置くことができる。 

２ 委員会の委員長は、専門委員を指名することができる。 

 

 （守秘義務） 

第１２条 第５条、第９条、第１１条に規定する委員及び相談員は、その任期中及び任期
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満了後において、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 第６条第３項の規定により委員会に出席を求められた者及び委員会の事務等、利益相

反マネジメントに関与する者は、前項の規定を準用する。 

 

 （事 務） 

第１３条 委員会の事務は、企画経営部企画医療研究課において行う。 

２ 利益相反相談室の事務は、企画経営部企画医療研究課において行う。 

 

 （雑 則） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

 この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２３年規程第３号） 

 

 （施行期日） 

 この規程は、平成２３年３月８日から施行する。 

 

   附 則（平成２５年規程第７号） 

  

（施行期日） 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成２７年規程第２号、第１２号） 

 

 （施行期日） 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 （平成２７年規程３９号） 

 

（施行期日）  

この規程は、平成２７年１０月２０日から施行する。 

 

附 則 （平成２８年規程３１号） 
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（施行期日）  

この規程は、平成２８年１１月１日から施行する。 

 

附 則 （平成２９年規程１２号） 

 

（施行期日）  

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 （平成３０年規程１４号） 

 

（施行期日）  

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 （令和２年規程２９号） 

 

（施行期日）  

この規程は、令和２年３月１０日から施行する。 


